
経常建設共同企業体としての競争参加者の資格に関する公示

平成29・30年度における国土交通省北海道開発局の所掌する建設工事に係る経常建設共同企

業体としての一般競争（指名競争）参加者の資格を得ようとする者の申請方法について、次の

とおり公示する。

平成29年３月８日

北海道開発局長 今 日出人

１ 工事区分

区 分 等級格付 区 分 等級格付

一 般 土 木 有 電 気 有

建 築 有 塗 装 無

舗 装 有 造 園 無

鋼 橋 上 部 無 防 水 加 工 無

ＰＳコンクリート 無 さ く 井 無

し ゅ ん せ つ 無 グ ラ ウ ト 無

機 械 装 置 無 維 持 無

管 有 そ の 他 無

２ 受付の時期及び場所

(1) 受付時期

受 付 期 間 資格の有効期間

第１回 平成29年３月10日～平成29年３月21日
平成29年４月１日から単体企業とし

ての資格の有効期間が満了する日まで

第２回 平成29年３月22日～平成29年３月31日
平成29年４月11日から単体企業とし

ての資格の有効期間が満了する日まで

第３回 平成29年４月１日～平成29年４月30日
平成29年５月22日から単体企業とし

ての資格の有効期間が満了する日まで

注１ 第４回以降の受付は、第３回の受付期間と同様に月１回行う。

注２ 受付は、土曜日、日曜日、祝日及び年末年始の休日を除く。

注３ 持参による受付時間は、午前９時から午後４時までとする。

(2) 受付場所

〒060 －8511 札幌市北区北８条西２丁目札幌第１合同庁舎17階

北海道開発局事業振興部工事管理課企画係

３ 申請の方法

(1) 申請書等の入手方法

「一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（経常建設共同企業体）」（以下「申請書」



という。）及び「経常建設共同企業体基本協定書」（以下「基本協定書」という。）は、次

のアドレスにアクセスして得るものとする。

http://www.hkd.mlit.go.jp/zigyoka/z_jigyou/kouji/sec.html

(2) 申請書の提出方法

申請書及び基本協定書（写）を各１部持参又は書留郵便により提出すること。ただし、

書留郵便の場合にあっては、封筒の表側の左下に朱書きで「ＪＶ資格審査申請書在中」と

明記すること。なお、郵送の場合の受付日は消印された日とする。

また、次期の定期の競争参加資格の決定日までに合併を行う経常建設共同企業体にあっ

ては、合併計画を明らかにした書面を添付すること。

４ 構成員の要件

(1) 構成員の数

構成員の数は、２又は３社とする。

(2) 構成員の組合せ

① 資本の額若しくは出資の総額が20億円以下の会社又は常時使用する従業員の数が

1,500人以下の会社若しくは個人による組合せであること。

② 等級格付がある者の組合せは、同一等級又は直近等級に格付けされた者による。ただ

し、構成員間の格差が円滑な共同施工を確保するために支障がないと認められる場合に

は、直近二等級までに格付された下位業者との組合せとすることができる。

(3) 構成員の技術的要件等

すべての構成員が、次の各号の要件を満たすこと。

① 競争参加を希望する工事区分に対応する建設業法の許可業種につき、許可を受けてか

ら営業年数が３年以上あること。ただし、相当の施工実績を有しており、円滑かつ確実

な共同施工が確保できると認める場合においては、許可を受けてから営業年数が３年未

満であっても、これと同等として取扱うことができる。

② 競争参加を希望する工事区分を構成する一部の工種を含む工事について、元請として

の実績があること。ただし、元請としての実績がない構成員が、当該工事を円滑かつ確

実に共同施工できる能力を有すると認められる場合にあっては、下請としての実績があ

ること。

③ 工事１件の請負代金額が、建設業法施行令(昭和31年政令第273号) 第27条第１項に定

める金額にあっては、すべての構成員が発注工事に対応する許可業種に係る監理技術者

又は主任技術者（地域における分布状況からみて、国家資格を有する主任技術者を工事

現場に専任で配置することが過重な負担を課すこととなると認められる場合にあって

は、国家資格を有しない主任技術者。以下同じ。）を工事現場に専任で配置し得ること。

ただし、工事１件の請負代金額が同項に定める金額の３倍未満であり、他の構成員のい

ずれかが監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置する場合

においては、残りの構成員は兼任で配置することができる。

(4) 結成方法及び数

結成方法及び数は、次の各号のとおりとする。

① 自主結成とする。

② 一の企業が一の発注機関（本局及び各開発建設部ごと）に結成することができる共同

企業体の数は１とする。ただし、施行能力等からみて確実に継続的な協業関係を維持す

ることができると認められる場合にあっては、２までとすることができる。



③ ②により一の発注機関において複数の共同企業体を結成する場合であっても、同一

工事区分における重複登録はできない。

④ 資格の有効期間内に共同企業体としての競争参加資格を辞退した場合、その構成員は、

当該資格の有効年度において、同一の発注機関における同一工事区分での共同企業体の

結成は認められない。

ただし、構成員の破産、解散、廃業、合併による消滅その他のやむを得ない場合によ

り共同企業体としての競争参加資格を辞退した場合を除く。

(5) 出資比率

すべての構成員が、均等割の10分の６以上の出資比率でなければならない。

(6) 代表者の要件

代表者は構成員間において決定された者とし、その出資比率は構成員間において自主的

に定める。

(7) 構成員の資格要件

当該共同企業体が競争参加を希望する工事区分について、すべての構成員が申請時にお

いて有資格者であること。

５ 単体企業と経常建設共同企業体との同時登録の禁止

(1) 一の発注機関における同一工事区分かつ同一等級（等級格付がないものも含む。）での

単体企業と当該企業を構成員とする経常建設共同企業体との同時登録はできない。

(2) 経常建設共同企業体が競争参加を希望する工事区分が一般土木の場合において、当該共

同企業体の構成員に下位等級（Ｃ若しくはＤ等級をいう。以下同じ。）に格付された者が

いる場合に、当該共同企業体が競争参加を希望する部局が下位等級である構成員の本店所

在地を管轄する部局（管轄部局という。以下同じ。）と異なる場合には、下位等級である

構成員の単体企業としての競争参加資格は、当該構成員の管轄部局に対して停止すること

とする。

(3) (1)及び(2)に関わらず政府調達に関する協定が適用される工事の入札に参加する場合

は、経常建設共同企業体の入札参加を認める工事を除き、当該一の企業の競争参加資格を

停止させない。

６ 加算調整

合併計画を明らかにした書面（次期の定期の競争参加資格の決定日までに合併契約を締結

する旨が記載されたもの）を提出した場合に限り、有資格業者として決定を受けた日から平

成29・30年度の競争参加資格の有効期限までの間、５％の加算調整を行う。

ただし、平成27・28年度以前に加算調整の適用を受けた経常建設共同企業体の構成員が、

加算調整の適用を受けた年度の次期の定期の競争参加資格の決定の時までに合併契約を締結

していない場合は、当該者を構成員の一とする経常建設共同企業体に対しては、加算調整を

行わない。

また、平成27・28年度以前に加算調整の適用を受けた経常建設共同企業体の構成員が、平

成29・30年度の定期の競争参加資格の決定の時より前に解散した場合（２社により構成され

る経常建設共同企業体のうち１社が倒産した場合等やむを得ないと認められる場合を除く。）

等により、その構成員が組合せを変更し新たな経常建設共同企業体を申請してきた場合は、

当該新たな経常建設共同企業体に対しては、加算調整を行わない。



７ 資格の有効期間

当該共同企業体の資格を決定したときに定める有効期間の開始日から単体企業としての資

格の有効期間が満了する日までとする。

８ 資格審査の結果

資格審査決定通知書により通知する。

９ 申請手続の照会先

北海道開発局事業振興部工事管理課企画係（電話011－709－2311 内線5480）


